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１．はじめに

農業農村工学会の継続教育機構は、農業農村整備の多様化、技術領域の拡大、新たな国

際化時代を担う若い技術者の育成のため、技術者の日常の研鑚を評価し、また支援してい

くことを目的として設置されている。これは JABEE 認定を受けた卒業生の受け皿でもあ

る。大学の次期中期目標期間の始まりにあたり、人材育成という視点から継続教育システ

ムの概要と大学に期待するもの、さらには、交付金削減が予想される中、より具体的な問

題解決型の研究成果を生み出すための産学官連携や研究資金の確保など研究の活性化に向

けた取組方策について述べる。

２．技術者継続教育と農工研の役割 図1 機構の独自な技術領域

技術者継続教育は、第 1 に学会員が個人登録者とし

て参加し、毎年機構より認定を受けたプログラムや自

ら発表した論文等をポイントとして計算し、どのよう

な分野の研鑽をどの程度行ったかを記録し、証明する。

第 2 は、法人等登録者として登録した機関から研修や

講習等の申請されたものプログラムを審査し、要件に

適したものを認定する業務を担っている。これらの業

務は、①農業農村整備に携わる技術者の社会的地位の

向上、②発注者・受注者責任の明確化、③農業農村整備技術の独自性の確立などを図るこ

図2 農村工学技術研修の位置づけ とが主な目的となっている。平成 21

年 3 月現在で個人登録者数は、約

12,500 名、法人等登録者数は、146

団体となっている。 この法人等登

録者の中で最も積極的に取り組ん

でいるのが、農村工学研究所の技

術研修である。平成 20 年度では、21

コース、延べ 1,053 名の技術者を受

け入れている。農工研の行う各種

の技術研修は、 JABEE の認定を受

けた修習技術者を社会人として受

入た後にプロの、一級の技術者と
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として育てる中核的な役割を担っている。そのため、基礎、中堅、専門という各種の研修

の実施はもとより、各農政局等が実施している研修との役割分担のもと、トータルな人材

育成プログラムのあり方とその実施方法などについて農村工学関係技術者の継続教育方針

を検討する全国研修担当者会議を農水省農村振興局と共催し、中心的な役割を果たして、

常に改善や見直しを行っている。大学教育がしっかりした専門基礎教育を果たすことが、

社会人となる技術者の技術力低下及び再教育のコストの増加を防ぐ大きな役割といえる。

３．技術開発における大学と民間等との連携

農業農村工学会では、毎年産学連携推進セミナーを開催している。グローバルな国際競

図3産学官連携の意義 争社会の中で、我が国が豊かな社会を維持して

いくためには、「知の時代」を迎えたことを踏

まえ、知的な資源のネットワーク化が急務で

ある。大学等も教育と研究等の学際的な活動

に加えて、他の機関と連携し、共同研究や受

託研究を行うなど、国内外の各方面との多様

な連携を推進し、新しい技術の創出に貢献す

る視点が必要となっている。このため、関連

図4 大学にある多様な連携組織 する大学等の研究室と民間企業との情報交換、

連携方策、パートナー探

しなどを進めている。こ

のため、(1)技術開発 5

ヶ年計画に大学研究者が

関心を持ち、共通の目標

として取り組むこと。(2)

JABEE 及び CPD の分野

において連携して必要と

される技術領域・独自性

をより一層明確にするこ

と、(3)研究課題の選択

と集中による問題解決型

の研究課題の推進による

社会貢献とその成果の普

及、(4)各大学や研究機関の情報の共有化などプラットホーム的な機能を有する場の設定、

(5)大学の社会人教育への貢献、(6)社会人からの大学教育における人材登用等、連携方策

のあり方について検討の余地は大いにあると考える。

４．おわりに

大学や研究独法等は更なる交付金削減が課せられる恐れが強いと言われている。この中

で大学等研究機関の活性化を進めるには、産学官の各分野における共通の目標設定、多様

な形態による取組が必要である。何もしなければ、大学や研究独法等は自然淘汰されかね

ず、技術開発や人材育成が困難になると危惧され、研究機関関係者の最大限の努力が求め

られている。熱意ある関係者の参加及び問題意識と展望の主張を強く期待する。


